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はじめに 
現行の遺族年金制度は、「夫が働き、専業主婦等の妻を

扶養する」という家庭を想定しており、性別により受給

要件・内容に差が設けられていますが、この度時代の変

化に合わせて遺族年金制度の見直しが検討されていま

す。現行制度と見直しの概要について解説します。 

 

現行の遺族年金制度 
現行の遺族年金制度は、大きく「遺族基礎年金」と「遺

族厚生年金」に分かれます。遺族基礎年金は国民年金の

被保険者が死亡したときに子のある配偶者または子（子

には年齢等制限あり）に支給され、遺族厚生年金は厚生

年金被保険者等が死亡したときに子のある妻または子、

子のない妻、孫、並びに一定の要件を満たす夫または家

族に支給されます。 

 

遺族基礎年金が「子のある配偶者」を対象とした年金給

付であることと比較して、遺族厚生年金は「夫は配偶者

が亡くなったとしても自らの就労により生計を立てる

ことができる」という考えの下で、夫は55歳以上でな

いと支給されません。逆に、「妻は独力で生計を立てる

ことが難しい」という考えにより、子のない妻に対して

も支給される※という制度上の男女差が設けられてい

ます。 

※注)子のない夫も妻の死亡当時 55 歳以上であれば受給権が

ある 

具体的には、子のいない場合の遺族厚生年金について、

現行制度では夫婦で以下のような違いがあります。 

 

夫 
配偶者の死亡当時 55 歳以上の場合支給される（支

給開始は60歳から） 

妻 

①配偶者の死亡当時30歳未満の場合は、5年間の有

期給付②配偶者の死亡当時 30 歳以上の場合は、無

期の給付 

 

見直しの方向性 
今回見直しの対象とされるのは子どもがない世帯に対

する遺族厚生年金です。20 代から 50 代に死別した子

のない配偶者に対する遺族厚生年金を、夫婦どちらも5

年間の有期給付とすることが検討されています。 

 

具体的には、50 代未満の夫を「5 年間有期給付」の対

象としつつ、妻が 30歳未満に死別した場合の「5年間

有期給付」の対象年齢を下図のように段階的に引上げを

徐々に行うことが見込まれています。 

 

その他の見直し案 

【 死亡時分割制度 】 

5 年有期給付化により受給額が減少することをケアす

るため、現行制度の離婚分割を参考に、死亡者との婚姻

期間中の厚年期間に係る標準報酬等を分割する死亡時

分割（仮称）の創設が検討されています。 

 

【 収入要件の廃止 】 

有期給付の遺族厚生年金の受給対象者を拡大するため、

現行制度における生計維持要件のうち収入要件の廃止

が検討されています。 

 

【 有期給付加算 】 

現行制度の遺族厚生年金額（死亡した被保険者の老齢厚

生年金の 4 分の 3 に相当する額）よりも金額を充実さ

せるための有期給付加算（仮称）の創設が検討されてい

ます。

遺族年金制度等の見直し

について 

社会経済状況の変化や制度上の男女差を解

消していくため、20 代から 50 代に死別し

た子のない配偶者に対する遺族厚生年金の

見直しが検討されています。 

 

 

 


